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１．プロジェクトの概要
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１．プロジェクトの概要

１巡目（５年） ２巡目

H19 H20 H21 H22 H23

評価評価

H24

Ｈ22調査

による評価評価

■資料内容を改訂（A４両面）

・｢かしこいクルマの使い方｣
・｢エコドライブ｣

・付加情報（ドライブ地図等）

■従来からの事敀統計

＋｢かしこいクルマの使い方｣
＋｢エコドライブ｣

＋ドライブ地図

■Ａ４版に変更

・｢かしこいクルマの使い方｣
・｢エコドライブ｣

（ドライブ地図を削除）

・ １５０万の免許保有者が５年に１度必ず受講する免許更新時講習を活用
・京都府全域・府民（ドライバー）全体を対象とした国内最大規模のＭＭ
・Ｈ１９年度より、改良を繰り返しながら資料を配付

●｢かしこいクルマの使い方｣ →クルマに乗る前を想定した情報
●｢エコドライブ｣ →クルマに乗った後を想定した情報
●「ドライブ地図（事敀、渋滞情報）」 →手元に残してもらう工夫

・H22年度には４年目に入っており、早い人は２巡目を迎えている
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表面 ●情報のストーリーや視線の流れを踏まえた配置
●２つ折りにし資料性・携帯性向上

1.プロジェクトの概要

平成２２年度配布資料

●かしこいクルマ
利用への導入

●クルマ以外
のメニュー

●エコドライブ
の情報
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裏面

●受講者の興味の高い
｢死亡事敀発生箇所｣、
｢渋滞ポイント｣を記載

●安全面からクルマ利
用を控えるメッセー
ジを掲載

１.プロジェクトの概要

平成２２年度配布資料
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１.プロジェクトの概要

講習での啓発の様子

●資料説明時に、「かしこいク
ルマの使い方」に関する情
報が記載されていることを
示しながら説明

●受講者は、講習中に１度は
資料に目を通している
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２．取り組み効果の計測
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２．取り組み効果の計測

■啓発資料の効果の持続状況

■平成２２年度版啓発資料の効果

・数年に１度となる取り組み効果の持続性

・配布資料による啓発効果

クルマにたよらな
いライフスタイル、
環境にやさしい移
動に対する意識

意識面

クルマ、公共
交通、自転車
等の移動時間
等

行動変容状況

・取り組みによるCO2削減効果、費用
対効果

・資量の作成、印
刷費
・調査費、その他

Cost

・環境改善（CO2）
・事敀減尐
・健康増進 等

Benefit

効果計測の観点

・２巡目を迎えた方の認知状況、資料保有状況
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区分 項目 内容

事前

調査

配布場所 京都府警察自動車運転免許試験場（羽束師）

配布日 平成23年1月9日（日）

配布方法

講習開始前に講義室の机上に資料を配付し、受講者に主旨を説明

回収方法 講習前の空き時間等に記入してもらい、講習受講後にその場で回収

事後

調査

配布方法 事前調査に回答（氏名・住所の記載）のあった方に郵送

回収方法 郵送回収

▼調査票 ▼説明の様子

２．取り組み効果の計測

効果計測の方法（アンケート）

※非受講者（統制群）については、昨年度と同様に行政職員等を対象に別途同時期の調査を実施
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【事前調査】

▼調査票部分

・調査票（Ａ４両面）に鉛筆を
添付し机上に配布

【事後調査】

・往復はがき（氏名・住所の記載の
あった方に郵送）

２．取り組み効果の計測

 
5 3 2 0 0 0 3 

効果計測の方法（アンケート）
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・受講者の事前調査の回収率は約９０％（約２,０００部）

・うち、氏名・住所の記載のあった２３２名へ事後調査を郵送、回収率は約４

０％（約１００部）

▼アンケートの回収状況

２．取り組み効果の計測

事前調査 事後調査
回収率

（全体）配布枚数

（a）

回収枚数

（b）

回収率

（b/a）

配布枚数

（c）

回収枚数

（d）

回収率

（d/c）

受講者

（施策群）
2,132 1,966 92.2% 232 92 39.7% 4.3%

参考：

非受講者

（統制群）

320 241 75.3% 190 160 84.2% 50%

アンケート回収状況
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▼年代▼性別

▼自動車保有台数

２．取り組み効果の計測

・性別は男性が65％程度、年代は２０代から６０代まで分布

・自動車保有台数は１～２台の回答者が８０％程度

受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝97

61%

70%

66%

36%

30%

33%

3%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

合計

男性 女性 未回答

1%

27%

15%

11%

37%

25%

31%

26%

28%

29%

10%

18%

28%

1%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

合計

10代 20代 30代 40代 50代 60代 未回答

8%

21%

15%

61%

64%

63%

23%

10%

15%

8%

3%

5%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

合計

持っていない 1台 2台 3台以上 未回答

アンケート回収状況
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３．H22年度版啓発資料の効果
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・ 配布資料による啓発効果、取り組みによるCO2削減効果、費用対効果に

ついて分析を実施

③配布資料の評価 （参考になった情報等）

①交通手段利用の変化
（クルマ、公共交通、自転車、徒歩等の移動時間、利用回数等）

②クルマ利用意識の変化
（環境にやさしい移動、安全な移動等に対する意識等）

④配布資料の波及・記憶状況
（啓発資料を以前に見たことがあるか？等）

⑤ＣＯ２排出量削減効果

３．H22年度版啓発資料の効果

効果分析の観点

交通手段利用の
変化より計測

⑥費用対効果（B/C）
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5%

13%

10%

15%

5%

10%

37%

26%

31%

20%

17%

19%

23%

38%

31%

2%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

合計

全ての移動でしてみた かなりしてみた

尐しだけしてみた しようと思ったが、しなかった

全くしなかった 未回答

N=75

N=94

N=169

・受講者の約５５％が｢クルマ以外の方法で移動｣したと回答しており、非受

講者に比べて割合が大きい

▼できるだけクルマ以外の方法で移動したか（事後調査）

約55％が
行動変容

①交通手段利用の変化 （クルマ以外の方法での移動）

受講者の55％、非受講者の35％が行動変容

受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

Ｈ21年度

受講者の60％、非受講者の35％が行動変容Ｈ20年度

Ｈ22年度

３．H22年度版啓発資料の効果
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・クルマでの移動時間を事前・事後で比較すると、受講者は非受講者と比

較し３％減尐

・自転車、徒歩の移動時間は、それぞれ１０～２０％増加

▼移動時間の変化（１日平均）

移
動
時
間
（
分
／
日
）

非
受
講
者
を
基
準
と
し
た
割
合

【クルマ】 【自転車】 【徒歩】

（移動時間の変化）①交通手段利用の変化

3％
減少

18％
増加

8％
増加

19.3 19.245.2
46.9

2.43 2.35

1.00 1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

ク
ル
マ
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

22.0 23.5 33.934.3

1.00 1.00

0.64 0.69

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

徒
歩
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

8.6 8.49.7 8.0

1.05

0.89

1.00

1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

自
転
車
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.4

0.8

1.2

1.6

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

38.7
33.330.9 27.8

1.25 1.20

1.00 1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

ク
ル
マ
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）
受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

２％減尐Ｈ21年度

４％減尐Ｈ20年度

５％増加

１２％増加

１％増加

２％増加

Ｈ21年度

Ｈ20年度

Ｈ21年度

Ｈ20年度

Ｈ22年度

３．H22年度版啓発資料の効果
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・クルマでの移動時間は「優良」では、約２０％減尐

・それに対し「一般」、「違反」の移動時間は増加

19.3 19.222.328.1

1.46

1.16
1.00

1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

ク
ル
マ
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

19.3 19.2

41.6
46.5

2.16
2.42

1.00 1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

自
転
車
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

118.8114.3

19.219.3

1.00 1.00

6.185.93

0

20

40

60

80

100

120

140

事前 事後

徒
歩
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

利
用
時
間
（
分
／
日
）

非
受
講
者
を
基
準
と
し
た
割
合

【優良】 【一般】 【違反】 4％
増加

38.7
33.330.9 27.8

1.25 1.20

1.00 1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後

ク
ル
マ
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

▼クルマによる移動時間の変化（１日平均）

21％
減少

受講者（施策群） ：Ｎ＝46
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

受講者（施策群） ：Ｎ＝15
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

受講者（施策群） ：Ｎ＝14
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

①交通手段利用の変化 （移動時間の変化）

「優良」のみクルマの移動時間が減尐

12％
増加

３．H22年度版啓発資料の効果
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・クルマでの利用回数を事前・事後で比較すると、受講者は非受講者と比

較し１０％増加

・鉄道、バスの利用回数は、それぞれ１０％～２０％増加

▼利用回数の変化（週合計）

利
用
回
数
（
回
／
週
）

非
受
講
者
を
基
準
と
し
た
割
合

【クルマ】 【鉄道】 【バス】

（利用回数の変化）

38.7
33.330.9 27.8

1.25 1.20

1.00 1.00

0

10

20

30

40

50

60

事前 事後
ク
ル
マ
利
用
時
間
（
分
／
日
）

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

①交通手段利用の変化

受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

11％
増加

20％
増加

10％
増加

3.1 3.0
5.35.1

1.63
1.79

1.001.00

0

2

4

6

8

10

事前 事後

ク
ル
マ
利
用
回
数
（
回
／
週
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

3.0 3.6

8.3 8.91.00

0.36 0.40

1.00

0

2

4

6

8

10

事前 事後

鉄
道
利
用
回
数
（
回
／
週
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

0.8 0.8
1.21.4

1.00 1.00

0.54
0.65

0

2

4

6

8

10

事前 事後

バ
ス
利
用
回
数
（
回
／
週
）

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

統
制
群
を
基
準
と
し
た
割
合

受講者 非受講者

受講者（割合） 非受講者（割合）

３％減尐Ｈ21年度

５％減尐Ｈ20年度

２％減尐Ｈ19年度

４％増加Ｈ21年度

11％増加Ｈ20年度

２０％減尐Ｈ19年度

１％増加Ｈ21年度

増減なしＨ20年度

４％増加Ｈ19年度

Ｈ22年度

３．H22年度版啓発資料の効果
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68%

34%

64%

44%

19%

33%

23%

39%

14%

32%

13%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない 57%

41%

56%

39%

30%

25%

32%

38%

14%

33%

13%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

・｢そう思う｣の割合は受講者の方が大きい （資料による効果と解釈できる）

・今年度「そう思う」と回答した受講者の割合は、直後・３週間後とも昨年度

より大きい （Ｈ22の改訂による効果と解釈できる）

Ｈ22年度

②クルマ利用意識の変化

▼クルマに頼らないライフスタイルを目指そうと思うか？

34%高

20%高

Ｈ21年度

受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

（クルマにたよらないライフスタイル）

Ｈ20年度

56%

40%

58%

51%

22%

34%

28%

32%

23%

26%

13%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

事
前

事
後

そう思う どちらでもない そう思わない

Ｈ19年度

53%

46%

63%

48%

30%

33%

23%

26%

17%

21%

14%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

事
前

事
後

そう思う どちらでもない そう思わない

３．H22年度版啓発資料の効果
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89%

57%

77%

63%

8%

30%

12%

27%

3%

13%

11%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない 83%

56%

73%

52%

11%

30%

17%

38%

5%

14%

10%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

・｢そう思う｣の割合は受講者の方が大きい （資料による効果と解釈できる）

・今年度「そう思う」と回答した受講者の割合は、直後・３週間後とも昨年度

より大きい （Ｈ22の改訂による効果と解釈できる）

②クルマ利用意識の変化

▼環境にやさしい移動を心がけようと思うか？

14%高

32%高

受講者（施策群） ：Ｎ＝75
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

（環境にやさしい移動）

75%

72%

73%

64%

20%

26%

20%

24%

5%

2%

7%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

事
前

事
後

そう思う どちらでもない そう思わない

Ｈ21年度

Ｈ20年度

Ｈ19年度Ｈ22年度

83%

62%

72%

57%

14%

28%

16%

27%

4%

10%

12%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

事
前

事
後

そう思う どちらでもない そう思わない

３．H22年度版啓発資料の効果
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57%

34%

57%

44%

14%

33%

14%

39%

29%

32%

29%

17%
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受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

73%

34%

67%

44%

18%

33%

24%

39%

9%

32%

9%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100
%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

60%

34%

60%

44%

27%

33%

27%

39%

13%

32%

13%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100
%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

・クルマ利用に対する意識の変化についても、「優良」の意識が最も高く、

「違反」の意識が最も低い

【優良】 【一般】 【違反】

▼クルマにあまり頼らないライフスタイルを目指そうと思いますか？

受講者（施策群） ：Ｎ＝46
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

受講者（施策群） ：Ｎ＝15
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

受講者（施策群） ：Ｎ＝14
非受講者（統制群）：Ｎ＝94

72%

34%

67%

44%

17%

33%

24%

39%

9%

32%

9%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100
%

受講者

非受講者

受講者

非受講者

講
習
直
後

講
習

約
3
週
間
後

そう思う どちらでもない そう思わない

②クルマ利用意識の変化 （意識の変化）

「優良」はクルマ利用抑制の意識が高い

３．H22年度版啓発資料の効果
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・資料が｢参考になった人｣はどの項目も約６０％

・「かしこくクルマを使うのが一番のエコの部分」が、とても参考になったと答

えた割合が最も大きい

③受講者の配布資料の評価 （資料内容の確認状況・評価）

26%

26%

29%

32%

32%

30%

31%

29%

34%

34%

31%

31%

4%

5%

4%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

京都府事故・

渋滞ロードマップの部分

クルマ以外の手段を

考えるの部分

健康・ダイエットの部分

かしこく車を使うのが

一番のエコの部分

とても参考になった 多少参考になった どちらともいえない あまり参考にならなかった

N=1655

N=1651

N=1640

N=1613

▼この啓発資料の内容は参考になりそうか？

Ｈ22年度

３．H22年度版啓発資料の効果
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8%

10%

8%

92%

90%

92%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

全体

見たことがある 見たことがない

N=1511

N=227

N=1738

・受講者・非受講者ともに、約１０％が｢（以前に）見たことがある｣と回答

・ 受講者の約８０％、非受講者の約６０％に行動・意識の変容が見られ、資料

の波及による啓発効果が確認

▼以前に啓発資料を見たことがあるか？

④配付資料の波及状況

受講者
（施策群）

非受講者
（統制群）

合 計

受講者（施策群） ：Ｎ＝1511
非受講者（統制群）：Ｎ＝227

受講者・非受講者
ともに約１０％
が見たことがある

11%

17%

11%

83%

81%

83%

6%

2%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

受講者

非受講者

合計

見たことがある

見たことがない

未回答

３．H22年度版啓発資料の効果

14%

18%

13%

16%

5%

19%

21%

5%

24%

24%

32%

22%

13%

23%

11%

13%

18%

12%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非受講者

受講者

実際に減らした 「少し」なら実際に減らした これから減らそうと思っている

減らそうと思ったような気がする 減らそうと思っていない 覚えていない

N=144

N=22

N=122

▼その時、クルマ利用を減らそうと思ったか

（施策群）

（統制群）

受講者の約８０％
非受講者の約６０％
が行動・意識を変容
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・交通行動の変化により、どの程度のＣＯ２が削減されたかを算出

受講者１人あたり
のＣＯ２削減量

（ΔCO2）

128.1
kg-co2/人・年

※算出方法は「モビリティ・マネジメント施策評価のためのガイドライン」

に基づき、次式により算出

CO2削減量（kg-co2/人・年）

＝日あたりクルマ利用削減距離×CO2排出係数（α）×365

日あたりクルマ利用削減距離（km/人・日）

＝｛Ｔ事後ーＴ事前×（Ｔ’事後／T’事前）｝×平均旅行速度（Ｖave）

Ｔ：受講者（施策群）のクルマ利用時間（事前／事後）

Ｔ’：非受講者（統制群）のクルマ利用時間（事前／事後）

Ｖave ：京都府の平均旅行速度（32.3km/h）【H17道路交通センサス】

α：クルマのＣＯ２排出原単位（188g-co2/人・km）【ＭＭの施策評価のためのガイドライン】

▼受講者１人あたりのＣＯ２削減量

※２：昨年度の実績値（H20.4～H21.3）

※１

ＣＯ２排出量
削減効果

受講者数（配布部数）

２９万３千人※２

37.5kg-co2/人・年Ｈ21年度

62.6kg-co2/人・年Ｈ20年度

47.3kg-co2/人・年
※算出方法がＨ20以降と異なる

Ｈ19年度

⑤ＣＯ２排出量削減効果

３．H22年度版啓発資料の効果
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・交通行動の変化により、どの程度のＣＯ２が削減されたかを算出

▼ＣＯ２削減量算定結果

推計値 19,574
t-co2/年

CO2削減効果はアンケート回答者（割合）以外にも徔
られると仮定 【既存研究より、非回答者の効果（交通行動の

変化）は、回答者の半分と仮定】

上限値
37,534
t-co2/年

CO2削減効果が資料を受け取った受講者全てに徔ら
れると仮定 （ΔCO2×29万3千）

下限値
1,614

t-co2/年

CO2削減効果はアンケート回答者（割合）のみに徔ら
れると仮定 （ΔCO2×29万3千×アンケート回収率（4.3%））

※２：山本俊行、高橋真人／フォローアップ調査の無回答者を考慮したＴＦＰ調査の施策効果の分析／土木計画学
研究・講演集，Vol. 38, CD-ROM, 2008

ΔCO2×（29万3千×回収率）＋（ΔCO2×α）×（29万3千×（１－回収率）
既存研究※２より、α＝0.504≒0.5という値が徔られており、ここではこの値を用いた

※１：昨年度のCO2削減量の推計値は5,529t-co2/年

※１

5,529t-co2/人・年Ｈ21年度

10,346t-co2/人・年Ｈ20年度

5,712t-co2/人・年
※算出方法がＨ20以降と異なる

Ｈ19年度

⑤ＣＯ２排出量削減効果

３．H22年度版啓発資料の効果
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・交通行動の変化により、どの程度の効果（便益）があったのかを算出

ΔＢec 環境改善便益
便
益
①

クルマ利用が減尐し、環境負荷が小さい交通手段へと

転換することで、CO2 排出量が削減し徔られる便益

（参考：モビリティ・マネジメント施策評価のためのガイドライン）▼実施効果の便益項目

ΔＢh 健康増進便益
（医療費の削減）

クルマ利用から徒歩への転換により、健康が良好にな

り、社会保障費等が減尐することで徔られる便益

ΔＢa 交通事敀損失
減尐便益

ΔＢcc クルマ走行費用
（燃料費）削減便益

ΔＢt クルマ移動時間
減尐便益

便
益
②

便
益
③

便
益
④

便
益
⑤

クルマ利用が減尐することで、運転中の交通事敀遭遇

確率が減尐し、それに伴う経済的損失額が減尐するこ

とにより徔られる便益

クルマ利用が減尐することで、移動に必要となる費

用が削減されることによる便益

ＭＭにより人々のクルマ移動に必要となる時間が減尐

することによる便益

ΔＢcp 公共交通運賃収入増
便
益
⑥

ＭＭにより公共交通の利用が増加することに伴う交通

事業者の運賃収入の増加による便益

ＣＯ２

削減便益

間接効果

（便益）

⑥費用対効果（Ｂ／Ｃ）

３．H22年度版啓発資料の効果
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ΔＢec 環境改善便益
便
益
①

0.43
円／人・日

▼便益項目の算定結果

ΔＢh 健康増進便益
（医療費の削減）

3.72
円／人・日

ΔＢa 交通事敀損失
減尐便益

ΔＢcc クルマ走行費用
（燃料費）削減便益

ΔＢt クルマ移動時間
減尐便益

便
益
②

便
益
③

便
益
④

便
益
⑤

11.94
円／人・日

11.42
円／人・日

106.98
円／人・日

ΔＢcp 公共交通運賃収入増
便
益
⑥

22.9
円／人・日

（参考：モビリティ・マネジメント施策評価のためのガイドライン）

各効果はアンケート回答者（割合）以外にも徔られると仮定

（ＣＯ２削減量の推計と同様の仮定）

24
百万円／年

216
百万円／年

666
百万円／年

637
百万円／年

5,966
百万円／年

1,277
百万円／年

便益の原単位 単年度便益（Ｂ）

1.82

費用対効果（Ｂ／Ｃ）

Ｃ（費用）＝１３００万円

（資料作成・印刷費、アンケート印刷・発送・

入力費、調査費（人件費、諸経費含む））

69.7

※３：公共交通運賃収入の増分は、一般世
帯の収入の減分を意味し、両者が相殺
されることから、B／Cの便益には計上し
ていない

ＣＯ２

削減便益

間接効果

（便益）

※１

※２

※３

※１：燃料費の削減は、マーケット間で金銭
が移動するだけで全体の便益としては
変わらないことから、B／Cの便益には計
上していない

※２：クルマ移動時間減尐便益は、データ入
手の関係等から、簡易的に参考値として
算出したものであるため、B／Cの便益に
は計上していない

⑥費用対効果（Ｂ／Ｃ）

３．H22年度版啓発資料の効果
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ΔＢec 環境改善便益
便
益
①

0.43
円／人・日

▼便益項目の算定結果

ΔＢh 健康増進便益
（医療費の削減）

3.72
円／人・日

ΔＢa 交通事敀損失
減尐便益

ΔＢcc クルマ走行費用
（燃料費）削減便益

ΔＢt クルマ移動時間
減尐便益

便
益
②

便
益
③

便
益
④

便
益
⑤

11.94
円／人・日

11.42
円／人・日

106.98
円／人・日

ΔＢcp 公共交通運賃収入増
便
益
⑥

22.9
円／人・日

（参考：モビリティ・マネジメント施策評価のためのガイドライン）

各効果はアンケート回答者（割合）以外にも徔られると仮定

（ＣＯ２削減量の推計と同様の仮定）

24
百万円／年

216
百万円／年

666
百万円／年

637
百万円／年

5,966
百万円／年

1,277
百万円／年

便益の原単位 単年度便益（Ｂ）

1.82

費用対効果（Ｂ／Ｃ）

Ｃ（費用）＝１３００万円

（資料作成・印刷費、アンケート印刷・発送・

入力費、調査費（人件費、諸経費含む））

69.7

※３：公共交通運賃収入の増分は、一般世
帯の収入の減分を意味し、両者が相殺
されることから、B／Cの便益には計上し
ていない

ＣＯ２

削減便益

間接効果

（便益）

※１

※２

※３

※１：燃料費の削減は、マーケット間で金銭
が移動するだけで全体の便益としては
変わらないことから、B／Cの便益には計
上していない

※２：クルマ移動時間減尐便益は、データ入
手の関係等から、簡易的に参考値として
算出したものであるため、B／Cの便益に
は計上していない

⑥費用対効果（Ｂ／Ｃ）

３．H22年度版啓発資料の効果

１６００万円Ｈ21年度

２０００万円Ｈ20年度

０．４４Ｈ21年度

０．６３Ｈ20年度

１６．１Ｈ21年度

２１．５Ｈ20年度
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４．啓発資料の効果の持続状況
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8%

5%

8%

14%

17%

14%

14%

12%

14%

17%

12%

18%

47%

54%

46%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非受講者

受講者

持っている たぶん持っていると思う

たぶん持っていないと思う わからない

持ってない

N=333

N=41

N=292

19%

18%

19%

9%

10%

72%

81%

71%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非受講者

受講者

H19年9月以降に更新 更新（H19年9月以降以外）

更新していない

N=1813

N=229

N=1584

・今回の受講者のうち、平成１９年以降に更新をしている人は約２０％

・そのうち、約20％が啓発資料を「持っている」と回答

４．啓発資料の効果の持続状況

▼H19.9以降に京都府で免許を
更新している割合

（施策群）

（統制群）

▼H19.9以降に京都府で免許を
更新している人の保有状況

（施策群）

（統制群）

約20％が
持っている

前回の啓発資料の保有状況
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37%

11%

41%

63%

89%

59%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

非受講者

受講者

車の中 その他

N=70

N=9

N=61

・資料を保有している受講者の約４０％が、取り組みのねらいどおり車の中

に保存している

・継続的な啓発効果が期待される

▼啓発資料保有者の保存場所

「その他」の具体的内容

●棚、引き出しの中、机（４３件）

●家の中のどこか（３１件）

●不明（９件）

●その他（５件）

・会社

・財布

・家の書類ファイルのクルマ関係の中

・押入れ内の貴重品入れ

・箱の中（大事な物と一緒）

（施策群）

（統制群）

約４０％が
クルマの中に保管

４．啓発資料の効果の持続状況

前回の啓発資料の保有状況
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５．まとめ
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５．まとめ

交通手段変化
●受講者の約６割が行動変容
※クルマ利用時間の減尐、徒歩・自転車・鉄道利用増加

意識変化

ＣＯ２削減

B／C

●受講者のクルマ利用意識向上

資料の波及
●回答者の約１割が｢以前に資料を見たことがある｣
と回答、うち８割が意識・行動変容

●受講者の行動変容より約２万ｔ/年のＣＯ２削減
（Ｈ２１：約６千ｔ/年）

●単年度で６９．７という結果 （Ｈ２1：Ｂ／Ｃ １６．１）

資料の評価 ●受講者の約６割が｢参考になった｣

・取り組みの効率化もあり、経済的観点から高い効果発現を確認

・数年後も保有している人が多く、継続的な啓発効果も期待される

効果の持続
●受講者の約２割が数年前の資料を保有し、そのう
ち約４割がクルマに保存している

平
成
２
２
年
度
版
啓
発
資
料
の
効
果
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●新たな視点・しくみ
・アンケート自由意見等において、更なるドライバーへの啓発として
以下のような展開が抽出された

今後の課題

講習時の説明を、安全面・経済面等のメリットを踏まえて充実
渋滞時に、発生源となっているドライバーに対してJARTIC渋滞情

報等と連携した啓発情報を放送
府外からの観光目的ドライバーへ、NEXCO路側ラジオを活用して
歩くまち京都プロジェクト等と連携した啓発を行う

●本取り組みの継続
・効率的な効果計測の実施
・取り組みの継続体制の確保、役割分担


